
　問１　中山間地域等直接支払制度は、耕作放棄地の増加を防止する効果があると思いますか。

　問２　本制度に取り組んでいなければ、当該協定農用地については平成22年度～平成26年度の
　　　５年間でどのくらいの農用地が耕作放棄されると思いますか。

　問３　本制度は、国土保全や保健休養機能等の多面的機能を増進、維持保全する効果があると
　　　思いますか。

中間年評価　市町村アンケート調査結果　（全１６市町村）

①非常に大

きな効果が

ある 
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②それなり

の効果があ

る 
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③あまり効
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0% 

④全く効果 
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0% 

耕作放棄地の増加を防止する効果 

①全て 

0% 

②５割以上 
6% 

③４割程度 
19% 

④３割程度 
6% 

⑤２割程度 
19% 

⑥１割程度 
50% 

⑦耕作放棄

されない 

0% 

耕作放棄防止面積 

①非常に大

きな効果が

ある 
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②それなり

の効果があ

る 
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③あまり効

果はない 
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④全く効果

はない 
0% 

多面的機能の維持保全効果 
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３－２　【問３－１で②と答えた方にお聞きします。】

　問４　本制度は、集落や地域の活動の維持・活性化を促す効果があると思いますか。

　　災害の抑制とは具体的にどのような災害が防止されていると思いますか。（複数回答可）

３－１　【問３で①又は②と答えた方にお聞きします。】

　　多面的機能の増進または発揮として具体的にどのような効果があったと感じますか。（複数回答可）

0 2 4 6 8 10 12

①生態系の保全 

②災害の抑制 

③水源のかん養 

④観光・保健休養の場の提供 

⑤情操教育 

⑥景観の保全 

⑦地域社会・文化の保全 

多面的機能の効果 

0 2 4 6 8 10 12

①土壌浸食 

②土砂崩壊 

③洪水 

災害防止の効果 

①非常に大

きな効果が

ある 
44% 

②それなり

の効果があ

る 
56% 

③あまり効

果 

はない 
0% 

④全く効果 

はない 

0% 

集落や地域の活性化を促す効果 

2/7



○要件の見直し等

① １ha以上の団地要件の緩和(小区画の飛び地も協定の対象に追加)

○体制整備要件（Ａ要件）

④ 協定農用地の拡大

⑤ 農業生産条件の強化

⑥ 多面的機能の確保

○体制整備要件（Ｃ要件）

⑦ 集団的かつ持続可能な体制整備

○加算措置

⑧ 小規模・高齢化集落の対象農用地を取り込んだ場合の加算

②のうち、加算措置を適用する協定がない理由は何ですか。

① 近隣集落は自分の集落で手一杯で支援する余力がないため

② 近隣集落が支援する余力はあるが、支援労力に比べ加算金額が低すぎるため

③ 近隣に支援できる距離にある集落が存在しないため

　問６　小規模・高齢化集落支援加算について、対象農用地要件を満たす集落はありますか。

② 交付金返還の免責事由の追加(農業後継者の分家住宅への転用、自己施工
　  による農道・水路への転用)

③ 一農業者等当たりの受給額の上限100万円の取扱い(役員報酬及び共同取組
　  活動の日当については農業者個人への交付額に含めない)

　問５　平成22年度からの新たな対策で、地域で効果的と思われるものは何ですか。（複数回答可）

0 2 4 6 8 10 12

① 団地要件の緩和 

② 交付金返還の免責事由の追加 

③ 受給額の上限100万円の取扱い 

④ 協定農用地の拡大 

⑤ 農業生産条件の強化 

⑥ 多面的機能の確保 

⑦ 集団的かつ持続可能な体制整備 

⑧ 小規模・高齢化集落支援加算 

3期対策の有効な取り組み 

① 加算措置を

適用する協定が

ある 
19% 

② 要件を満たす

集落はあるが、

適用する協定な

し 
44% 

③ 小規模・高齢

化集落がない 
37% 

小規模・高齢化集落支援加算の対象 

① 余力がな

いため 
72% 

② 加算金

額が低すぎ

るため 
14% 

③ 近隣に

集落が存在

しないため 
14% 

加算に取り組まない理由 
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②のうち、Ｃ要件の取組がなかった理由は何ですか。

① 協定農用地のほとんどが営農継続の可能な担い手に集積され、

　　Ｃ要件に取り組む必要性がなかったため

② 協定書に役割分担する者を明記することについて合意を得られなかったため

③ 協定参加者内に役割分担できる者がおらず、外部からの担い手も

　　見込めなかったため

④ Ａ要件又はＢ要件を選択したため

① 該当する農地があり、基本方針に対象農用地として位置づけている

② 該当する農地はあるが、基本方針に対象農用地として位置づけていない

③ 該当する農地はない

④ 把握していない

① 震災発生以降、そのような動きが増えている

② そのような動きは以前からあり、震災以降増えたとは感じない

③ そのような動きはない

④ 把握していない

　問８　市町村内に高齢化率・耕作放棄率の高い農地はありますか。

　問９　東日本大震災を契機に都市部から移住や就農等の人の動きが増えたと感じますか。

　問７　市町村内にＣ要件に取り組んでいる集落協定はありますか。

①ある 
75% 

②ない 
25% 

Ｃ要件の取り組み状況 

① 
14% 

② 
14% 

③ 
43% 

④ 
29% 

Ｃ要件に取り組まない理由 

① 
44% 

② 
0% 

③ 
37% 

④ 
19% 

高齢化率・耕作放棄地率の高い農地の有無 

① 増えてい

る 
6% 

② 増えたと

は感じない 
13% 

③ そのよう

な動きはな

い 
75% 

④ 把握して

いない 
6% 
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① 既に取り組んでいる

② 取り組む予定がある

③ 取り組むことを検討している

④ 具体的な検討はしていないが取り組んでみたい

⑤ 取り組む予定はない

⑥ 把握していない

①

②

③

④

⑤

⑥

特に指導はしていない

その他（市町村がバックアップ、農業者の家族）

① 集落協定を単位として人・農地プランを策定（予定を含む。以下
　　同じ。）している
② 単一の集落協定を中心に、交付金の対象となっていない近隣
　　集落を含めた範囲で人・農地プランを策定している

⑤ 人・農地プランを策定する予定がない

　問12　人・農地プランを策定するに当たり、集落協定をどのように活用していますか。（複数回答可）

回答数

4

1

3

10

2

回答

③ 複数の集落協定を含めた広域な範囲で人・農地プランを策定
　　している
④ 集落協定とは関係なく、行政区等の単位で人・農地プランを
　　策定している

協定参加者に農業団体、NPO、市町村OB等を受け入れ、協定内で事務処理
を完結するよう指導している

現行の協定は維持した上で、農業団体やNPO等への事務処理の外部化を指
導している

集落協定の連携・統合・再編を促進し、協定参加者の中から事務処理にすぐ
れた人を確保するよう指導している

集落協定の連携・統合・再編とともに、農業団体やNPO等への事務処理の外
部化を指導している

　問11　農業者の高齢化に伴い、集落協定における事務処理が負担となっているとの声を耳にしますが、
　　　　集落の事務局機能の体制強化に向けてどのような指導を行っていますか。

　問10　今後、都市部からの移住や就農等、人を呼び込むための取組を行う予定がありますか、又は取り組んで
         みたいと思いますか。

① 既に取り組

んでいる 
25% 

② 取り組む予

定がある 
0% ③ 取り組むこ

とを検討して

いる 
12% 

④ 具体的な検

討はしていな

いが取り組ん

でみたい 
44% 

⑤ 取り組む予

定はない 
13% 

⑥ 把握してい

ない 
6% 

新規就農者の支援 
田舎暮らし体験プログラム 

定住促進（ﾅﾋﾞｹﾞｰﾀの選任） 

① 
12% 

② 
0% 

③ 
13% ④ 

0% 

⑤ 特に指導

はしていな

い 
50% 

⑥ その他 
25% 

協定の連携・統合・再編に当たっての課題 
 ・広範にわたる協定の事務や会計作業を担える適格者がいない 

 ・広域化により、関係する集落や参加者の間で意見がまとまらない 
 （まとめていける力量をもつリーダーがいない） 
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　問14　本制度においては、平成23年度から、「市町村は、条件不利地における農業者等への適切な格差是正のため、
　　　　交付金の交付額の概ね１/２以上を個人配分に充てることが原則であること、なお、交付金の使途は協定参加者
　　　　の合意により決定されることから、これまでと同様に地域の状況に応じた交付金の活用が可能であることについて
　　　　指導する」こととされました。このことについて、どのような声が集落から寄せられていますか。

　問15　本制度の実施期間は平成26年度までとなっていますが、平成27年度以降についてどのように考えますか。

　問13　本制度における協定参加者に女性が尐ないのはどのようなことが原因と考えていますか。（複数回答可）

0 5 10 15

① 男性が一家を代表して参加者となってい

ることが多いため 

② 女性は家事等で忙しいため 

③ 女性自身が参加を嫌がるため 

④ 水路・農道の管理活動等の共同取組活

動は男性が行う慣習があるため 

⑤ 参加できる雰囲気ではないため 

⑥ その他（主な農作業は男性が行うことが

多いため） 

女性の参加者が尐ない原因 

①23年度か

らの方針で

よい 
19% 

②個人配分

を増やすべ

き 
0% 

③共同取組

活動分を増

やすべき 
37% 

④国が方針

を示す必要

はない 
6% 

⑤わからな

い 

38% 

個人配分に関する集落の意見 

①強く継続

を望む 

75% 

②できれば

継続を望む 

13% 

④どちらでも

よい 

6% 

⑤わからな

い 

6% 

本制度の継続について 
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　問16　協定に参加していない周辺住民の方は、本制度をどのように評価していると思いますか。

　問17　本制度に対する意見・要望等。

・事務簡素化
・制度の継続

①評価して

いると思う  

50% 

②評価して

いないと思う        

12% 

③関心がな

いようだ 

19% 

④わからな

い 

19% 

協定に参加していない住民の評価について 
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